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分担研究報告書

国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応し

た人口分析・将来推計とその応用に関する研究：

「出身国への帰還移動と帰還意向に関する先行研究のレビュー」

研究分担者 千年よしみ 国立社会保障・人口問題研究所

研究要旨 

 本稿は出身国への移民の帰還移動に注目し、国際移動を説明する理論的枠

組みとそれから推論される帰還移動の帰結について整理する。また、移民の

帰還移動、及び帰還意向について分析を行った先行研究をレビューし、その

規定要因を探る研究の流れを把握する。

理論的枠組みでは、新古典派経済学、新しい労働移動の経済学、構造主義、

社会的ネットワーク論、トランスナショナリズムの 5 つの枠組みから帰還移

動・意向の帰結を整理した。一方、帰還移動・帰還意向に関しては、国際移

動の始まりを説明する枠組み以外にも、受入国における社会的統合の程度が

帰還行動・意向を左右すると考えられるため、受入国の統合状況が帰還移

動・意向に与える影響に関する研究についても検討した。

先行研究のレビューから、多くの実証研究において複数の理論的枠組みか

らの仮説が支持される結果となっていることがわかった。帰還移動・帰還意

向は様々な動機を持つ多様な社会的コンテクストに身を置く移民が織りな

す複雑な現象であり、国際移動の始まりや継続性を説明するたった一つの理

論的枠組みで説明できるほど単純なものではない。また、これらを説明する

理論的枠組みは相互排他的なものでも無い。更に、近年の急速な技術革新や

コミュニケーション手段の発達により、以前支配的であった理論的枠組みが

重要性を低下させ、新しい枠組みを必要とするこれまでにない移動形態が出

現している。

既存の枠組みは、主として米国・ヨーロッパの経験を基盤とするものが多

い。旧来の移民受入国とは社会的コンテクストが異なるいわゆる「新しい移

民受入国」における研究が今後は重大性を増すであろう。

Ａ．研究目的

 近年、人口事象の中でも最も推計が困難

な移動について、新しい方法で推計した研

究が発表された（Azose and Rafery 2018）。
この研究結果によると、全ての国際移動の

約 4 分の 1 が出生国へ戻る帰還移動であっ

た。この結果から、これまで考えられてい

た以上に国際移動は活発に行われており、

且つ帰還移動が全移動に占める割合は高い

可能性がある。

そこで、本稿では出身国への移民の帰還

移動に注目し、国際移動を説明する理論的

枠組みとそれから推論される帰還移動の帰

結について整理する。また、移民の帰還移

動、及び帰還意向について分析を行った先

行研究をレビューし、その規定要因を探る
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研究の流れを把握する。

Ｂ．研究方法

国際移動を説明する理論的枠組みの集大

成は、Massey らの研究（1998）に集約さ

れる。本稿で扱う帰還移動も国際移動の一

つの形態であるため、Massey らがまとめ

た理論的枠組みから帰還移動の帰結を検討

した。更に、近年注目を集めているトラン

スナショナリズムについても考察した。そ

れぞれの枠組みが提示する帰還移動の帰結

と規定要因については、Cassarino（2004）
の分類を参考に学術ジャーナルに掲載され

た論文を中心にレビューを行った。

また、帰還移動・帰還意向に関しては、

受入国における統合状況も重要な規定要因

であるため、統合状況が帰還移動・意向に

与える最近の実証研究についてもレビュー

を行った。

Ｃ．研究成果

新古典派経済学と新しい労働移動の経済

学は、どちらも経済学から派生した国際移

動の始まりを説明する枠組みであるが、そ

れぞれの枠組みから推論される帰還移動・

帰還移動者の帰結は 180 度異なる。新古典

派経済学では、帰還移動者は受入国で成功

出来なかった失敗者であるのに対し、新し

い労働移動の経済学においては、帰還移動

者は世帯の目標であるリスクの最小化を達

成した成功者という位置づけになる。この

ような両者の違いにもかかわらず、多くの

実証研究において、両方の枠組みを支持す

る結果となっている。

社会的ネットワーク論とトランスナショ

ナリズムは、どちらも国際移動の継続性を

説明する枠組みであるが、それぞれから推

論される受入国での統合状況と出身国との

結びつきは異なる。前者のネットワークは、

移動者と出身国の定住者（潜在的移動者）

との結びつきを指す。また、受入国では滞

在期間の長期化と共に、出身国とのつなが

りは弱まり、受入国に統合されていくとさ

れている。一方、トランスナショナリズム

のつながりは、エスニシティや宗教などを

介した出身国などの領土に限定されないつ

ながりを指す。また、そのつながりがある

ゆえに、出身国・受入国双方を往き来し活

動を行い、帰属意識を持つ。従って、受入

国に統合されると共に出身国とのつながり

が薄れるということは無い。

 新古典派経済学、新しい労働移動の経済

学、社会的ネットワーク論、トランスナシ

ョナリズムが個人を単位としていたのに対

し、構造主義は個人が置かれた社会的コン

テクストが国際移動に与える影響について

論じている。質的な研究では、帰還移動者

が帰還後に本来の目的のために活動を行お

うとしても、受入コミュニティの期待に応

える形に目的を修正せざるを得ない事例が

報告されている。

また、受入国の統合状況が帰還意向に与

える影響についての実証分析では、構造的

統合（就業・教育など、受入国における中

心的な制度への参加状況）、社会文化的統合

（受入国の言語、社会的ネットワークの構

築、帰属意識など）が、帰還移動・意向に

与える影響に関する研究が主流である。最

近の傾向として、在留資格や差別体験など

が市民的統合としてモデルに投入され、個

人の帰還意向に重要な影響を及ぼしている

ことが判明している。

Ｄ．結果の考察

実証研究の結果、異なる理論的枠組みを

支持する結果が得られたとしても、それは

移民自身が様々な動機を持っており、且つ

受入国の社会的コンテクストも異なるため

と考えられる。そもそも理論的枠組み自体、

相互排他的なものではない。
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また、受入国での統合状況が帰還移動・

意向に及ぼす影響に関しては、就労状況な

どの構造的統合の影響については、まだ一

致した見解を見ていない。しかし、帰還移

動に与える影響の強さに関しては、構造的

統合よりも社会文化的統合の方が相対的に

強いようである。まだ研究の蓄積は進んで

いないが、帰還移動・意向に及ぼす市民的

統合の影響は大きいことが推察される。

Ｅ．結論

本稿で検討した国際移動の始まりや継続

性を説明する理論的枠組みは、米国・ヨー

ロッパの経験を基盤とするものが多い。ま

た、近年の急速な技術革新やコミュニケー

ション手段の発達により、以前支配的であ

った理論的枠組みが重要性を低下させ、新

しい枠組みを必要とするこれまでにない移

動形態が出現している。旧来の移民受入国

とは社会的コンテクストが異なる「新しい

移民受入国」における研究が今後は重要性

を増すと考えられる。
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